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軍拡と軍縮の経済学構築についての批判的　試論

鷲　見　友　好

（一）

　最近，我が国のマルクス経済研究者の問で，経済学の領域において軍拡 ・軍

縮の問題はとのように扱われるべきかといった視点からの論稿がいくつか現れ

るようにな った 。

　そのきっ かけとして，１９８４年度の中央大学で行なわれた径済理論学会が，共

通論題として「軍拡と軍縮の政治経済学」を取り上げたことが大きな役割を果

たしたことは疑いない。その事からも，学会が共通論題として何を選ぶかは ，

学問の発展に大きな影響を与えることがわかるが，それはともあれ，それ以後

現れたこの間題を扱った論稿は，これまで経済学がこうした問題にたいしてな

すへき責任を果たしてこたかったのではないかという真面目な反省にたったも

ので，今後これらを手掛かりにしながら軍拡 ・軍縮の経済学の構築のための努

カカミー層進められることが必要である。本稿は，そのための一試論である 。

　こうした最近の論稿の中で主要なものとしては，森果ｒ軍拡 ・軍縮の経済

学」（北海道大学 ・経済学研究第３５巻第３号，ユ９８６年１月），「経済科学通信」５１号

（１９７６年１２月）の諸論稿＜木原正雄ｒわが国におげる産軍官学協同の進展」，藤

岡惇「『軍縮と開発』の経済学をどう構築するか」，中谷武雄「民需転換（コソ

ハーソヨソ）は可能か」，新岡裕「戦後体制における軍事と経済学」＞，井村喜代

子「軍需生産にかんする理論的一考察」（中央大学ｒ商学論纂」石原忠男教授古稀

記念論文集」第２８巻第５ ・６号，１９８７年３月），およぴ雑誌「経済」のこの問題に関

連する諸論文を挙げることには異論がないであろう 。〔例えは前述の「経済科

学通信」および，芳賀寛「産業連関分析による軍事支出の経済効果測定につい
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て」（ｒ法政大学大学院紀要」第１９号，１９８７年）など参照
。〕

　（たお井村喜代子論文は比較的最近のものなので，前掲の論稿では触れられていない

が， 主要論文として挙げることに異論はないであろう 。芳賀論文は１９８７年６月の経済統

計学会第３１回全国総会の報告をもとにして書かれたものであるから，時問的には井村論

文を読むことはできたが取り上げられていない。芳賀論文とは取り扱う側面が違うとい

うのであれば，坂井昭夫，藤岡惇，中馬清福などたどを挙げ井村を挙げないのはどうい

う理由からであるか理解が困難である。ここで，このようにいうのは，本稿で述べよう

としている一つは，この問題に関しては資料 ・文献の扱いが極めて窓意的であること ，

参照文献として挙げてはあ っても，内容は読んでいないなど，他の学問領域とはかなり

異なったやり方がまかり通っていることと，かかわっているからである。また，芳賀は

「田中（直毅）氏による上の間題提起（ｒ軍拡の不経済学」を論じたこと一筆者）はその

後， 目本の経済学者の多くが加入している経済理論学会の１９８４年度大会でｒ軍拡と軍縮

の政治経済学」のタイトノレでの討論へと展開レー・」としているが，それは時間的な経

過だげから見た浅薄な理解である 。）

　なお，本稿では最近この間題にかかわる主要な論稿すへてに言及するつもり

はない 。

　主として取り上げるのは，前述の森，藤岡，中谷論文に，先の経済理論学会

の行なわれた時期に出版された坂井昭夫「軍拡経済の構図」である 。

（二）

　経済と切りはなされた戦争はない。それにもかかわらず，これまで，経済学

で戦争の問題が　般的に取り扱われたことは意外に少ない 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　アダム ・スミスは「政治経済国防講義案」の第４部「軍備について」および

４ＴｈｅＷｅａ１ｔｈｏｆＮａｔ１ｏｎｓ
’’

の第５編第１章第１節「軍事費について」で，工

業の発達と戦争技術におげる進歩の結果，農耕民の場合と異な って，軍事費は

国家の負担とならざるをえないこと，杜会の進歩にしたがって人民は非好戦的

にたるが，その国の富裕は隣国の侵略を挑発するから，国家がなんらかの防衛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０８）
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方策をとらざるをえなくなる，その場合は常備軍が望ましいこと，兵器の発達

によっ て軍事費はだんだん高くなること，など，スミス特有の正しいとらえか

たと，誤ったとらえかたとが混在しているが，興味ある，現代的視点からも検

討すべき諸点が問題とされている 。

　しかし，第１節のタイトルが「軍事費について」となっていることに示され

ているように，スミスの場合には，軍事問題は，財政問題＝径斉学の一部とし

て取り扱われたといえる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　その後のイギリス経済学は，一言でい って，ピグーがｒ戦争の経済学」の序

文で述べているように，「イギリスの経済学者は，アダム ・スミスの時代から

正常な状態にある経済の運営を研究の対象としてきた」といっていい。戦争は

問題とされても，減債問題のほかには，たとえぱ，不作と並べて戦争にふれる

といった程度のものであ った 。

　経済学において戦争と平和が正面から取り上げられるようになったのは，帝

国主義戦争＝全面的大戦争であり ，兵器もまた当時の技術水準，生産力水準を

反映した新鋭かつ著しく高価なもので戦われ，したがってまた戦費も巨額とな

り， 戦争遂行が兵器の生産能力，物資の供給 ・動員能力に大きく依存せざるを

えなくなった第１次世界大戦前後からである 。

　戦争 ・平和と径済学という言葉がタイトノレ となっている著書としては，有名

なケイソズのｒ平和の経済的帰結」（１９１９年）がある。この著書はタイトルから

予想されるのとは異な って，イギリスにとっ て有利となるドイツ賠償の条件は

どのようなものであるかを論じたものであるが，その中で，戦争が資本主義体

制そのものを堀り崩すかもしれない危険を感じとり ，戦争には否定的であ った

が， 戦争と平和の経済学を論じたものではたかった 。

　ピグー は， さきに述べたように，ユ９２１年に「戦争の経済学」を著し，１９４０年

にその改定版を出版した。ピグーも，杜会の経済的厚生の増大を問題キし，国

民所得のうち，貧しい者に帰属する割合の増加が径済的厚生を増大させること

を主張していることに示されているように良心的な経済学者であ ったが，第二

次世界大戦を前にしての著書（改定版）では，戦争経済統制や，戦費調達手段

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０９）
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としての公債発行や（隈定された）インフレーショソさえも容認するにいた った 。

　ケイソズもまた，戦争の失業解消たど経済的効用を評価するようになり ，事

実上，第２次世界大戦を容認するようにな っていく 。良心的といえるこれらの

経済学者が戦争に協力していくのは教訓的であるが，ここではその指摘だげに

とどめる 。

　ナチが政権をとっ た後のドイツでは，国防経済学（Ｋｒｉｅｇｓｗｉｒｔｓｃｈａｆｔではなく
，

Ｗｅｈｒｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔといっていた）という戦争経済学が力をもっ てきた。それは，「近

代総力戦の性質が経済におげる平時と戦時の区別を解消することを前提にして
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）辛時と戦時を通ずる戦時経済学の形態を築きあげようとするもの」というもの

で， 目本の国家総動員法のように，すべてを戦争目的に，しかも，経常的に動

員する体制を理論づげようとしたものである。目本の戦争経済学も同様である 。

これは，勿論，経済学ではなく戦争への経済動員論である
。

　マノレクス主義以外の経済学では，第２次世界大戦までは，軍事問題は経済学

のなかではほとんど取り上げられなかったと言っていいであろう 。

　ニソゲノレスは，「反デ ューリソグ論」で，「暴力，それは今目では陸軍と海軍

である。そして，この両者には，われわれみなが身にこたえて知っているよう

に・ 『目の玉のとびでるほどの金』がかかる。だが，暴力は金をつくりだすこ

とはできず，せい普いすでにつくりだされている貨幣を取りあげるだけである

がパ …・・金は，結局は経済的生産を媒介として供給されなげればならない。つ
まり ，暴力は，またしても，暴力の道具を装備し維持するための資金をそれに

供給してくれる経済状態によっ て挽定されるのである。だが，それぱかりでは

ない。ほかならぬこの陸軍と海軍ほどに経済的先行条件に依存するものは，ほ

かにないのである。武装，構成，編制，戦術，戦略は，たによりもまずそのと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
きときの生産の水準と交通連絡とに依存している」と述へている

。

　ここでは，陸軍と海軍とは，「目の玉のとびでるほどの金」がかかること
，

つまり軍隊は財政間題であること，そして，財政問題は経済状態によっ て規定

されることをいう ，今目でも，軍事間題をとらえる場合に必要な基本的視点に

ついて明確にしている。しかし，軍事経済論を全面的に展開しているというも

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１０）
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のではない 。

　レーニソは帝国主義の段階には帝国主義戦争を不可避とすることを経済学的

に理論化した。これによっ て， 玩代における戦争の原因と性質が科学的に解明

された 。

　しかし，このことは，レーニソに依拠して世界を解釈していれぼいいという

ことでは勿論ない 。

　　１）　ここでは後に “Ｔｈｅ　Ｗｅａ１ｔｈ　ｏｆ　Ｎａｔｉｏｎｓ”で述べているところのメモ程度のこ

　　　とが簡単に述べられているが，経済学の体系の一部として取り扱われたものとは

　　　言えない 。

　　２）Ａ　Ｃ　Ｐ１ｇｏｕ，“Ｔｈｅ　Ｐｏｌ１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ　ｏｆ　Ｗａｒ，１９２１，ｒｅｖ　ｅｄ ，１９４０，邦訳

　　　大住竜足太郎訳ｒ戦争の経済学」今目の問題杜，１９４１年 ；内山脩策訳，実業の目

　　　本杜，１９４４年 。

　　３）石井洋「日本国防の経済学」ダイヤモソド杜，１７９べ一ジ 。

　　４）マルクス，ニスゲルス全集第２０巻，大月書店，１７２～１７３べ一ジ 。

（三）

　第２次世界大戦後は，諸条件の変化や，二つの大戦争の反省の積み重ねから ，

それ以前とは異なった要請が経済学には寄せられているとい っていい 。

　諸条件の変化とは，¢世界に１０以上の杜会主義が出来（杜会主義諾国に種々の

誤りがあることは確かであるが，それにも拘わらず，このことの意義の大きさは否定で

きない。また，戦後の軍事問題は杜会主義体制の存在をぬきにしては考えられない） ，

植民地が独立し，第２次世界大戦以前とは異なった状況を生み出していること ，

＠核戦争の脅威が著しく増大し，これに反対する諸国民の運動，草の根の反核

運動が世界的規模で拡がっていること，　国によっ て差異があるが，世界全体

として，体制の相異をこえて軍事費か巨大化し，恒常的かつ構造的に国民経済

にゆがみが生じ，国民生活を圧迫していることである 。

　第１次世界大戦，第２次世界大戦と大戦争を経るにつれて，軍事費は著しく

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１１）
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巨大化し，財政は膨張した。第１次世界大戦以前には，ＧＮＰに対する国家財

政の割合は，例えぱ１９１０年をとれば，アメリカは２．Ｏ劣，イギリスは７．Ｏ劣，

ドイツは６．６劣であった（地方政府を含めるとこれよりは高くなるが，それでも１０％

程度である）。 しかし，アメリカは１９２０年台になると１０％をこえ，３０年台には２０

劣をこえた。イギリスも同じ時期に２４～２５劣，２９～３０％とた った。ドイツは第

１次世界大戦の敗戦国という事清もあって増大は一層はげしいものとな った 。

　第２次世界大戦後にはいずれも３０劣を大きくこえ，４０劣ちかくにさえな って
　　１）
し・ る。

　その中でも，軍事費の占める割合は異常としかいいようがないほど大きか っ
た。 アメリカでは，例えぱ，平時である１９５５年度で軍事費は国家財政支出の

５８．７劣を占めていた。その後ベトナム戦争のエスカレートと敗戦の経過のたか

で生じたアメリカ国内の反戦運動，厭戦，退廃，杜会的混乱に対処せざるをえ

ず， 杜会福祉関係費の増加と軍事費の相対的抑制が行なわれ，軍事費の対国家

財政比も２０劣台の前半までになったが，カーター政権末期から，レーガソ大統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
領になってからの異常な軍拡のため，３０劣にちかづいている

。

　こうしたアメリカの軍拡，したがって軍需依存の経済が軍需品という杜会的

再生産からの控除部分，杜会的浪費部分を増やし，アメリカの経済構造にゆが

みをもたらし，アメリカの経済競争力弱化をもたらしている原因であることは ，

単純に理解できるところである。また，メルマソやデグラスなどの実証研究に

よっ ても証明されている。そして，このことはアメリカ経済の現実がなにより

も明確に証明している 。

　軍拡が経済発展にとっ てマイナスの作用を及ぼすことは，アメリカだげの間

題では勿論たいし，資本主義諸国のみの間題ではない。杜会主義諸国にとっ て

も同様である，というよりは，杜会主義諸国にとっ てより緊急に解決をせまら
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
れている間題と言ってもいいであろう 。

　軍拡の間題は，単に経済学の問題ではたい。その逆である。米ソを中心とす

る軍拡競争は，全世界に広島型の原爆の１００万倍の爆発力に匹敵する５万発の

核弾頭を蓄積し（といっても保有しているのはほんの一握りのｒ先進国」にすぎない） ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１２）
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技術のソフィスケイトとともに，使いやすい核兵器カ欄発 ・生産 ・配備され
　　　　　　　４）
（例えぱ，Ｉ　ＮＦ）核戦争の脅威は一層強まっ てきた。こうした状況にあ って ，

経済学は何をなしうるのか，が出発点である。したが って，そこでは，ベダソ

ティクな，あるいは議論のための議論は意味がないのは勿論のことである。た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
えず，現実が頭の中になけれぱならない 。

　　１）　アメリカは，Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ，Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ，Ｈ１ｓｔｏｒ１ｃａ１Ｓｔａｓｔ１ｓ －

　　　ｔ１ｃｓｏｆＵＳ ，Ｂ１ｃｅｎｔｅｎｎ１ａ１Ｅｄ１ｔ１ｏｎ，１９７５，ｐｐ２２４，ユ１２１＿２２

　　　　イギリスは，Ｐｅａｃｏｃｋ　ａｎｄ　Ｗ１ｓｅｍａｎ，Ｔｈｅ　Ｇｒｏｗｔｈ
　ｏｆ　Ｐｕｂ１１ｃ　Ｅｘｐｅｎｄ１ｔｕｒｅ

　　　ｉｎ　ｔｈｅ　 Ｕ． Ｋ． １９６１ｐｐ ．３７－４２
．

　　　　トイソは，Ｆｍａｎｚａｒｃｈ１ｖ，１９６４　Ｈｅｆｔ２　ＳＳ１８３．２４３

　　２）　 アメリカの軍事費の相対的抑制が増加に転化したのはソ連のアフガニスタソ侵

　　　略によっ てである，といったアメリカ流の説明をうのみにしている者も少なくは

　　　ない。しかし，これは最も単純な事実関係ですら確認しない議論である。カータ

　　　 ー大統領が１９８０年度予算の軍事費を増額したのは，ユ９７９年６月であ ったし，８０年

　　　度予算の軍事費を増額したのは，ソ連のアフガニスタソ侵攻前の１９７９年１２月１３目

　　　であ った。アメリヵの軍事費増加のきっ かげはイラソ問題である。アフガニスタ

　　　 ソ侵攻は，ソ 違脅威論に格好の材料を与え，アメリカの軍拡路線を一層強めさせ

　　　ることに利用されたが，少たくとも事実関係の確認は必要であろう 。

　　３）資本主義諸国における軍拡は産軍複合体とアメリヵの圧力によっ て説明でき

　　　る。しかし，ソ連の軍拡は，本来的には産軍複合体によっ ては説明がつかない体

　　　制である。それにもかかわらず，「ソ連におげる産軍複合体」が問題とされてい

　　　る現状をどう説明するのかは，重要な課題である 。

　　４）１９８７年１２月，米ソ首脳会談でＩ　ＮＦ全廃条約が調印された。これは，これまで

　　　 の， 事実上，米ソの核軍拡を追認し，事実上は，軍拡を促進してきたとさえ言

　　　える軍縮協定とは違って，現実に保有している核弾頭をなくするという意味で

　　　は，画期的な条約である 。しかし，今回の条約では廃棄されるのは，陸上発射の

　　　ＩＮＦだげで，トマホークのようた海上発射のものは含まれていないし，最も重

　　　要な戦略核は除外されている 。例の，ｄｏｏｍｓｄａｙｃ１０ｃｋも ，１９８８年は８７年の２分

　　　前から３分前となっただげである 。

　　５）　このことは，現実的あるいは具体的なことだけをしていれぱいいということで

　　　はたい。さきの，経済理論学会の報告要旨でも述べたように，経済学のそれぞれ

　　　 の分野での軍事問題の解明が必要である。その場合，抽象的理論分野においても

　　　常に現実が思い浮かべられていなけれぱならないという意味である。この点で ，

　　　さきに挙げた井村論文は，再生産表式分析という抽象的次元の問題を取り扱いな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ユ３）
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　　がら，強烈な現代的問題意識につらぬかれている 。

（四）

　　　　　　　　　　　　　１）
　森果「軍拡 ・軍縮の経済学」は，経済理論学会の「報告 ・討論におげる実り

の乏しさ」は，◎第２次世界大戦後の世界経済の動態と構造にかんする研究の

蓄積の貧しさ，◎報告 ・討論者それぞれが各自の専門領域から多かれ少なかれ

離れて討論しているが，その立脚点がことたり ，共通点のないところで議論し

ている，　経済学以外の諸分野で問題にされている論点や議論の内容への無関

心， 　国際的な平和運動たとから生まれる理論上の問題への無関心の四つの点

にあるとして，「軍拡と軍縮の経済学」の「課題の総体」をこれまでの議論の

整理を通して，示す試みをしている 。

　その論点整理は有益であり ，「軍拡と軍縮の経済学」の構築に寄与するもの

であり ，多くの点で同意するものである 。

　学会での討論者の一人である小松聡が「現代資本主義におげる軍需経済の意

義について，私は国連の報告等ははとんど何も明らかにしているものじゃたい

と思っております」といっているのにたいして，このように「一蹴する微慢さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
をもっ ては，この主題に立ち入ることができないと知るべきである」 。

　「端的にい って，軍縮の経済論は未だ理論的装備なしで『軍事費を削って福

祉にまわせ』と求めるはどのものになっていたい。しかし，この単純明快な主

張は，今後軍縮の経済論がいかに高度，綴密な理論を構築しようとも，常に出
　　　　　　　　　　　　　３）
発点におかるべき原理である」といった主張には，一部には異議はあるが，そ

の主張の趣旨には全く賛成である 。

　しかし，また，経済学とは何かという点についての理解，したがってまた

「軍拡と軍縮の経済学」についての理解については見解がやや異なるところが

ある 。

　さきにも引用したように，森は「報告 ・討論者それぞれが各自の専門領域か

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１４）
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ら多かれ少なかれ離れて討論しているわけであるが」といっているが，この場

合， 「軍拡と軍縮の経済学」は，経済学の個々の専門領域と離れたところに位

置しているのが森の認識である 。

　そのことは，「政治学，法律学や自然科学のある分野には，現代の戦争 ・平

和そのものを研究テーブとする人六が少数たがらいるのにたいして，経済学に
　　　　　　　　　　　　　　　４）
はそうした研究者は皆無にちかい」という場合にも，「また，周知のように現

在， 地球を数１０回破壌するに足るオーバーキノレの軍備があるとすれぱ，それは

もはや経済的合理性では説けず，またそれを批判する理論も狭義の経済学に馴
　　　　　　　　　　　５）
染むようなものではない」，という場合も同様の認識である 。

　ここには，「軍拡と軍縮の経済学」は多かれ少なかれ，本来の経済学とは異

なっ たものであるとの認識がある 。

　筆者も経済理論学会の報告要旨で，「これまで経済学は軍拡に反対し，平和

と軍縮を実現する運動のなかで，十分た役割を果たしてきたとはいえない。と

いうよりは，他の学問分野たとえは政治学，法律学，歴史学，物理学なとにく

らべ著しくおくれているのが現状である。その点を確認し，反省することが ，

　　　　　　　　　　　　　６）
私の報告の第一の課題である」と書いた。しかし，これと森の見解とは同じで

はたい 。

　経済学とは多かれ少なかれ離れたところに軍事経済論があるのではなく ・経

済学の個々の専門領域に軍事問題を位置付げることが必要なのてある。その点

でこれまで，特に目本の経済学は決定的に不十分であ ったのである 。その理由

は，一つは，筆者が「目本の軍事費」のなかで軍縮の経済学にふれて，「軍縮

の経済学は，世界的にもまだ本格的な取り組みがようやく始まっ た段階であり ，

目本ではとくに，この点で遅れています。」とのべ，それにつけ加えて「目本

ではこれまで国民の軍拡反対のたたかいが一定の成果をおさめ，軍事費と軍需

産業とを相対的に低位にしてきたことと，このこととは無関係ではないのであ

って，否定的にだげ評価する必要はありませんが，いまは状況が異な ってきて

　　　　　　　　７）
います」とのべたが，これは軍縮だけではなく「軍拡と軍縮の径済学」全体に

ついて言える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１５）
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　しかし・それよりもっと重要なことは，さきの報告要旨で，つづげて筆者が

指摘した「戦後目本の軍事費 ・軍需産業は，政治的には重要問題ではあ っても ，

経済的，財政的にはごくわずかなものにすぎないとして，経済学 ・財政学の対

象として取り上げるほどのものではないとするか（この点は先の指摘と重なる）
，

戦争 ・軍事のことは扱わたいことが科学的経済学として水準が高いとする錯覚

からくるもの」であるという点である。先の小松の議論はほぼこの立場とい っ

てよし ・。

　森の主張はそれとは明らかに異なる。しかし少なくとも，軍拡と軍縮の問題

は， 経済学の個々の専門領域からは，距離を置いたところに位置づげられるも

のであり ，そうしたものとしての「軍拡と軍縮の経済学」の専門領域があると

する立場からは「軍拡と軍縮の経済学」は，マルクスやニソゲノレスのような天

才をまたなげれば，生まれることは困難である。あるべき経済学は，個々人が

それぞれの専門領域に軍事間題を正しく位置付げ，専門領域の研究者として解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
明することを任務とするものでなげれぱならない。軍事問題を取り上げれは ，

経済学の専門領域から多少なりとも離れるといった関係では抵い。個々の専門

領域の経済学研究者がそれぞれの領域で行った研究成果を，必要に応じて協力

・利用することによっ て経済学全体として「軍拡と軍縮」の問題を解明してい
　　　　　　　　　　　　　９）
くことが間題なのではたいか。これが筆者の第一の間題提起である

。

　　１）森前出論文（北海道犬学 ・経済学研究３５～３所蚊）。

　　２）　同，１１２ぺ一ジ 。

　　３）　同，１２２～２４ぺ一ジ
。

　　４）森，前出１１２べ一ジ 。

　　５）　同，１２８べ一ジ
。

　　６）「経済理論学会第３２回大会，報告要旨」６６へ一ソ 。

　　７）鷲見友好ｒ日本の軍事費」学習の友杜。井村も前出論文で同様主旨のことを述

　　　べている（前出ｒ商学論纂」２ぺ一ジ）。

　　８）　この例としては，加藤睦夫ｒ核戦略と費事費の膨張」（加藤睦夫 ・坂野光俊編

　　　著「現代目本の財政問題」所収），井村前出論文などがあげられる。井村論文は

　　　森論文より後であるが，加藤論文はそれ以前に出版されている。だが，森の観点

　　　からは，これはｒ軍拡と軍縮の経済学」の範駒こは入らないのかも知れない。し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１６）
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　かし，この問題を論ずる場合，加藤論文を無視するようでは，十分な理論構築は

　無理であろう 。井村論文についても同様である。この論文については，井村が次

　の課題としている「赤字財政にもとづく軍需拡大の分析」を得てから論及する 。

９）　これに成功した例としては森もあげている坂井昭夫著ｒ軍拡経済の構図」有斐

　閣である 。

　☆このほかにも，８４年の経済理論学会の稔りの乏しさの要因として森は四つをあ

　げているが，私見では，経済学研究者が，軍事問題にほとんど取り組んでこなか

　っ たことにあると思われる。学会の予定討論者（坂井，小松，田中直毅の３名）

　のなかで，報告者の報告とかみ合った質間をしたのは坂井だけであ った。小松は

　軍事問題については全くといっていいほど知識がなく ，田中はｒ軍拡の不経済

　学」の著者ではあるが，この本は，それが与えた影響が大きいことは確かである

　が，それは器用さでアメリカでの議論をまとめたもので，軍事問題研究の蓄積が

　あるわげではない。したがって，討論では報告者とは全くというほど無関係の ，

　自分の言いたいことだげをいうといった結果にならざるをえなかったのである 。

　まして，一般会員の多くは，自分の専門領域での軍事間題研究が皆無に近か った

　ためというほうが現実ではなかったかと思われる 。

　　また，１９６２年にウ ・タソト国連暫定事務総長名で発表された報告書ｒ軍縮の経

　済的杜会的影響」のマルクス経済学研究者に与えた影響は森の評価よりはるかに

　大きかった。それまでマルクス経済学研究者の間では，軍需産業なしには資本主

　義体制は存続しえないとする理解が，明示的にせよ，暗示的にせよ，前提とされ

　ていた。それに対し，そうではないという問題提起は，きわめて衝撃的であ っ

　た。この評価と，それに続く研究がなぜとだえたのかも，検討課題であろう 。

　　その他にも幾つかの筆者から見た間題点はあるが，この論文が真撃な研究成果

　であり ，「軍拡と軍縮の経済学」の研究に貢献するものであることは間違いない 。

（五）

　軍拡の不経済学，軍縮による経済の活性化の論証の必要性，コソバージ ョソ

の問題が「軍縮の経済学」にとっ て重要な問題として議論されている。それに

ついては筆者も異論はない。問題はそれを取り扱う視点である 。

　坂井は「軍拡経済の構図」で「軍縮は大量失業と技術の停滞を産み，経済を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１７）
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瓦解せずにはおかない，とする見方を斥げ，広範な人人の軍縮に対する経済生

活面での不安を一掃するためには，機会費用分析にもとついて決してそうたり

はしないことを，むしろ軍縮によっ て経済活動全般の活性化が期待されている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）のだという展望を１だれにも納得のいくように明示する以外に方法はない」と

のべている。筆者は同書の書評で，この著者の見解には賛成であるが，「合法

則的に軍拡の歯車を軍縮の方向へ逆転させる道」は発見することを目的とした

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）本書の・「合法則性とどのようにかかわるのかという間題は残る」と書いた
。

　井村は強烈に次のように批判する。「第２次大戦後におげる驚異的な軍事力

拡大の持続は，近年におげる経済的危機を生みだす根底にあるのであるが，し

かしそのことは『軍縮によっ て経済活動全般の活性化が期待される』というこ

とを意味するものでは決してない。軍需生産の拡大あるいは『軍縮』が経済活

動にいかなる影響を与えるかはそれ自体として分析すべき困難な課題であ って ，

その充分な分析なしに『軍縮』が『経済活動全般の活性化』をもたらすと主張

することは，理論的に誤っていると同時に，『軍縮』の運動に対してもかえ っ

て混乱をもたらすものといわねばならたい
。

　たとえ，経済的にみて，軍需生産の拡大が資本主義経済を活性化する面をも

っていたとしても，あるいはまた，たとえ『軍縮』が『経済活動全般の活性

化』をもたらさないとしても，現代の軍事力増強を拒否する論理も，その必要

性もあるのである。」と述べている 。

　この指摘は全く正しい 。

　われわれの軍事間題に対する基本的止場は経済活動全般が活性化するかとう

かが基準ではない。そうした基準で判断すれは「ムタの制度化」もまた容認せ

ざるをえなくなる場合も生じうる。軍需拡大は杜会的再生産にとっ て浪費であ
り， 国民の生活水準の切り下げを必然化するから反対であるというだげではな

い。 軍拡，とくに現在の狂気ともいうべき軍拡は人類絶減の危機をつくりだし
，

貧困，飢えをつくりだしている。これをたんとかしてくい止めなげれぱならな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
い。 これが出発点である。藤岡淳のいう「軍拡の不安全学」がこれに相当する

かもしれたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１８）
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　経済が活性化するかとうかが基準であれは，目本資本主義にとっ て， 朝鮮戦

争は「神風」であり ，ベトナム戦争は「神の福音」である 。

　現在は，種々の実証研究によっ て， 生産誘発効果，雇用創出効果，生産性の

増加率にたいする影響たとに関して軍需が低位にあることが証明されている 。

それはそれとして，意味がある 。今後，一層そうした研究の発展は重要である 。

しかし，日本の成長率カミ高いこと（成長率の高いことヵミそのまま，健全である指標

かどうかは，この場合，一応問題としたい）の原因は，軍事費の対ＧＮＰ比の相対

的低位だけでなく ，ほとんと家庭崩壊ともいうへき状態まで，働き蜂としてき

びしい労働強化，合理化を強要されている労働者，下請けの収奪，とくに下請

け企業の労働者の低賃金，杜会保障の貧困などなどが対極にあるのである 。

　また，井村も述べているように（筆者もたぴたぴ指摘してきたところでもあるが） ，

目本の高成長は朝鮮戦争，ベトナム戦争による特需，アメリカのアジア反共諸

剛こたいする軍事 ・経済援助との関連を抜きにして論ずることはできたい。そ

のことを抜きにして，軍事費の低位と成長率の高さだげを対比させることは誤

りである 。

　藤岡が「１兆ドノレのＳＤ　Ｉによっ て， どれだげの民需掘り起こしができるの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
か。 この点の説得的論証こそ，時代の緊要の課題である」という場合も，一方

では，その必要性は認めるものであるが，同様の問題があるといえよう 。

　目本経済を論ずる時には，当然，労働強化，長時問労働等々るそうしたこと

を問題とする人々が「軍拡と軍縮の経済学」にたるとそれが抜げ落ちてしまう 。

　軍拡に歯止めをかけるためには，説得力のある政策提示が必要であることは ，

筆者も全く同意見である。しかし，つねに自分の足元（現実・とくに日本の現実）

を見ていなげれぱならない。そうでなけれぱ，説得力のある政策提起はできな

い。

　また，「誰にでも納得いくように明示する」ことがはたして可能であるだろ

うか。芦田亘が指摘しているように，「軍拡と軍縮の経済学」は軍事大国の支

配者の軍縮にたいする政治 ・経済的なおそれを取り除くことに軍縮協定を可能

ならしめる条件とするものではない。国民のうちの多くの部分が軍拡ではたく

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１９）
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軍縮を選ぶようになる運動に理論を提供することが問題なのである
。

　軍需受注で巨額の利益をえている，軍需大企業が，軍縮でも，なんとかや っ

ていげそうだから軍縮を選択しようなどとなるなどと考えるのは幻想である
。

　さきに，足元を見ると言ったことと関連し，やや次元が異なるが２ ・３の点

にふれておこう 。

　さきの，「経済科学通信」は「軍拡と軍縮の経済学」についての討論集会の

記録を掲載した特集であるが，中谷武雄が，「民需転換（Ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ）は可能か」

というタイトノレで，その全体集会のまとめを担当している。そこに，「軍事技

術の『発展』により ，『殺人能力』という軍事力で表明される生産力水準が上

昇し，その結果生産物たる武器の価値が低下すれぼ，軍事力は増大しても軍事

費は削減されうる。軍事費だげで軍拡 ・軍縮を論ずることの限界は明白である

（大西）。 ｒ安上がりの防衛』という資本の要請も，経費の運動論理も欠落して

しまう」とある 。

　この文章は，仲問うちの人でないとすぐには理解できない。これでは理論が

運動に役立つことが困難であるが，そのほかにも，間題である。「軍事技術の

『発展』により ，『殺人能力』という軍事力で表現される生産力水準が上昇し
，

その結果生産物たる武器の価値が低下すれぱ」という文早自体がおかしい
。

『殺人能力』という軍事力で表現される生産力水準が上昇すれは，その結果生

産物たるものはより多くの死体ではないか。それはともかく ，な畦ここでこう

した表現を使わなげれぱたらないのだろうか。また，こうした表現を用いるこ

とによっ て何が明らかになるのであろうか 。

　現代の資本主義諸剛こおいて，ｒ安上がりの防衛』という資本の要請という

例があるのだろうか。筆者は，１５年前に，「軍需生産が非（不）生産的性格を

もっ ている以上，それが国民経済のなかで無限に拡大することはありえない
。

一定限度をこえて増加すれば，再生産構造にひずみを生じ，総資本の立場から

もそれを制限する要求が生じるし，租税負担の増大に苦しむ国民の反対も強く

なる。資本主義国の政府が軍縮 ・軍事予算の削減を取り上げなげれぱならない

根拠はここにある。しかし個別軍需企業は，その時の状態が完全雇用であるか

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２０）
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どうか，それが杜会的に浪費であるかどうかにかかわりなく軍需発注の増大を

要求し自己増殖をつづける。彼らにとっ て重要なことは，それが資本に利潤を

もたらすか否かという点だけである。軍需生産が利潤をもたらす以上，企業は

可能なかぎりの手段を用いて軍備増強 ・軍需発注の増大を要求する。ここから

ｒ産軍複合体』あるいはｒステート ・マネジメソト』といわれる軍部 ・政府と

企業の癒着が生じる。こうしてたえず膨張をつづげようとするのが軍需生産の
　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
ｒ経済的論理』である」とのべた。これは現在でも正しいと考えている 。

　「安あがりの防衛」という資本の要請からＳ　Ｄ　Ｉをどう説明すれぱよいのか 。

　軍事費だけで軍拡 ・軍縮を論じている例があるのかなどなど，いくつかの問

題があるがここでは，そうした点にはたちいらないが，今の点についていえ

ぼ， 表１および２に示したように，兵器の価格は新型兵器になるごとに異常に

高価格になり ，また，同一兵器でも，兵器価格は他の物価より上昇率が高いの

が現実であり ，それが兵器生産の特徴である。ルース ・シーバードの「世界の

軍事支出と杜会支出，１９８５年」によれは，「第２次世界大戦後自動車の価格が

新鋭兵器の価格と同じだけ上昇したとすれば，現在，平均的な自動車は３０万ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
ノレ（１３０円で換算して約３，９００万円）になっていただろう」といわれているときに ，

　　　　　　　　　表１　主要装備品の価格の推移（予算単価）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：ユＯＯ万円）

Ｐ３Ｃ

Ｆ　１５

ユ９７８年度

７． ８４７

７， ００９

８０年度

９． ６１２

８， ４４９

８２年度

１ユ，８０７

１ユ，Ｏユ９

上昇率（％）

１５４

１５７

出所 ：「防衛庁参議院予算委員会提出資料」（１９８３年２月）。

＊　 この間（１９７８～８２年度）の消費者物価の上昇率は１２０％，卸売り物

　価（工業製晶）はユ２４％の上昇である 。

　　　　　表２　主力戦闘機の単価

年

ユ９６５

１９７０

１９７８

ユ９８５

機　　種

Ｆ１０４Ｊ

Ｆ４Ｅ
Ｆ　　ユ５

Ｆ　　ユ５

億　　円

５

２０

７０

ユ１０

出所 ：「財政金融統計月報」他より作成 。

　　　　　　　（５２１）
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「武器の価格が低下すれぱ…… 」ということが，一体どういう意味を持ってい

るのだろう（レーニソが言っているよう ，数多くの現象のたかから，自分の理論に都

合のいいものを拾い集めることはいくらでも可能であるから，二 ・三の例を拾い上げて

も意味がない。全体としての動きが間題である 。念のため）。

　　１）坂井，同書，３１６～１７ぺ一ジ 。

　　２）財政学研究会ｒ財政学研究」第１０号，１９８５年５月 ，９３べ 一ジ 。

　　３）井村，前出，２ぺ一ジ 。

　　　　井村が「軍縮」にｒ」をつげているのはどういう理由からだろうか。軍縮の

　　　可能性が極めて少ないとしているためでないことをのぞむものである 。

　　４）藤岡惇「『軍縮と開発』の経済学をどう構築するか」（経済科学通信，５１号 ，
　　　１９８６年１２月

。

　　５）　同，３２ぺ一ジ 。

　　６）鷲見友好ｒ軍事費」（林 ・柴田 ・高橋 ・宮本編ｒ現代財政学体系２」所収）７２

　　　べ一ジ 。

　　 ７）Ｒｕｔｈ　Ｓ１ｖａｒｄ・“Ｗｏｒ１ｄ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａｌ　Ｅｘｐｅｎｄ１ｔｕｒｅｓ ”， １９８５，Ｗｏｒ１ｄｐｒ１ｏ －

　　　 ｒ１ｔ１ｅｓ　Ｉｎｃ　Ｗａｓｈｍｇｔｏｎ，Ｄ　Ｃ ，ｐ５

（六）

　まだ，いくつかの点でのべるべきことがあるが，別の機会にゆずり ，最後に

もう一点だげふれておく 。それは，資料の扱いかたについてである 。

　一つは，基本文献とも言うべきものを使うことの必要性である。例えは，国

連の報告書類，その代表は森も「この報告がもつ説得性の多くは詳細な事実の

力によるものであ って，経済理論からいえぽ弱点だらげかもしれない。にもか

かわらずこれは，『軍拡と軍縮の経済学』の基本文献の一角を占めるべきもの

であろう」と述べている ，１９７７年の第３２回国連総会にワノレトハイム事務総長か

ら提出された報告 “Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　ａｎｄ　Ｓｏｃｉａｌ　Ｃｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｒｍａｍｅｎｔｓ

Ｒａｃｅ　ａｎｄ１ｔｓ　Ｅｘｔｒｅｍｅｌｙ　Ｈａｒｍｆｕｌ　Ｅ任ｅｃｔｓ　ｏｎ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｐｅａｃｅ　ａｎｄ　Ｓｅｃｕｒ１ｔｙ
，

Ａｕｇ・１２．１９７７．（邦訳，ｒ平和運動」臨時増刊，１９７８年１月，特別資料２８号。ｒ目本の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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軍事費」でも述べたように，これは，タイプ印刷のオリジナノレのタイトノレである。どう

いう理由かは分からないが，活字印刷のものでは，“ＥｃｏｎｏｍｉｃａｎｄＳｏｃｉａ１Ｃｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓ

ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｒｍａｍｅｎｔｓ　Ｒａｃｅ　ａｎｄ１Ｖ［１１１ｔａｒｙ　Ｅｘｐｅｎｄ１ｔｕｒｅ”とトーソが弱まっている。）や

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｎａｔｉｏｎｓ　Ｓｔｕｄｙ　Ｓｅｒｉｅｓ５，“Ｔｈｅ　Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ　ｂｅｔｗｅｅｎ　Ｄｉｓａｒｍａｎｅｎｔ

ａｎｄ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ”１９８２．（邦訳，ｒ世界遇報」１９８２年新年特犬号，１月１２月号，「世

界政治」１９８２年１月下旬号から５月下旬号まで＜抄訳＞），およびＳ　Ｉ　Ｐ　Ｒ　Ｉ年鑑 ，

Ｍ１ｌ１ｔａｒｙ　Ｂａｌａｎｃｅ なと 。

　また，国連報告と同様の内容であるが，Ｗｉ１１ｙ　Ｂｒａｎｔを委員長とするＴｈｅ

ＩｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔＣｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎｏｎＩｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＩｓｓｕｅｓのレポート

“Ｎｏｒｔｈ－Ｓｏｕｔｈ，Ａ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｅ　ｆｏｒ　Ｓｕｒｖｉｖａｌ，１９８０．（邦訳，森治樹監訳ｒ南と北」

日本経済新聞杜。共通の安全保障の考え方については，都留重人が，経済理論学会の報

告の中でふれている）や，通称バノレメ 委員会といわれている故パノレメを委員長と

するスタデ ィー・ グループの報告
“ＣｏｍｍｏｎＳｅｃｕｒｉｔｙ”（邦訳，森治樹監訳ｒ共通

の安全保障」ユ９８２年，日本放送出版協会）たとのほか，各国の予算書なとは基本文

献であろう 。こうしたものを直接読んでいると思われるのはほとんどない。そ

して，外国人（ほとんどが英語文献）の著書にある資料を検討たしで使用するこ

とが平気で行なわれている 。

　さきにあげた，「財政学研究」での坂井の著劃こついての書評で，筆者は「陸

井三郎氏も指摘しているところであるが，ここに引用されている数字は必ずし

も実態を反映したものとはいえない部分がある 。したカミっ て， これらの数字の

引用には相当の慎重さが必要である 。また，その数字そのものは正確であ った

としても，一次資料とのつき合わせが必要な場合もある」と指摘した。そして ，

具体的に同書の７４ぺ 一ジにｒアメリカの軍事予算には，退役軍人恩給……は含

まれてい汰い」とあるがこれは誤りである。それはアメリヵの予算書を見れば ，

Ｎａｔｉｏｎａ１Ｄｅｆｅｎｓｅの中Ｒｅｔｉｒｅｄ　ｍｉ１ｉｔａｒｙ　ｐｅｒｓｏｍｅ１があることはすぐわかる

こと ，著者の引用した文献ではｖｅｔｅｒａｎｓ’ｂｅｎｅ丘ｔｓ　ａｎｄ　ｓｅｒｖｉｃｅｓ とな っている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
が， このベテラソとは退役軍人ではなくて復員軍人のことと思われると書いた 。

この程度のチ ェックをしてみることは，最低限必要な作業であろう 。筆者は繰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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り返し軍人恩給が計上されていることを書き，坂井はそれを知っているのであ

るから，なおその程度のことはする必要はあろう 。多くの研究領域での研究成

果の利用は必要であるが，利用の仕方には慎重さが求められる 。

　藤岡もテクラスの訳書「アメリカの経済と軍拡」の１５４べ一シで，退役軍人

恩給と訳しているが，内容からいっても復員軍人と訳すべきであろう 。筆者の

上記の指摘を全く無視するのでなげれは，その点の検討をする必要はあ ったと

思われる 。

　ＷＬｅｏｎｔ１ｅｆ＆ＦＤｕｃｈｍ，“Ｍ１１１ｔａｒｙＳｐｅｎｄｍｇ ，ＦａｃｔｓａｎｄＦ１ｇｕｒｅｓ ，

Ｗｏｒ１ｄｗｉｄｅ　Ｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　Ｆｕｔｕｒｅ　Ｏｕｔ１ｏｏｋ，Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ ，

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１９８３．（邦訳，清水雅彦訳ｒ軍事支出」東洋経済新報杜，１９８７年）につい

ても ，彼等の「Ｍｉ１ｉｔａｒｙ　Ｓｐｅｎｄｉｎｇでの様々な計算結果は，現実離れのした数

値にたると考えられる。レオソチィニフらのように，『それでもなおわれわれ

の結論は有効であると思われる』とはただちには認めがたい」という批判もあ

る（前出，芳賀論文，前出ｒ大学院紀要」第１９号）のであるから，その当否は別と

しても，すべての著作に批判があるのが当然である。デグラスについても，当

然であるが，アメリカにおいても批判がある。したがって批判または一次資料

との突き合わせなしで使うのには慎重でなげれぱならない 。

こうした事実関係に対する慎重さは，目本語文献についても同様に必要である 。

少くとも，誰がどういうことを言っているかを，ある程度はふまえて論議する

ことが必要である。そうでないと，全くひどい誤った結論を平気ですることに

なる。その例については，経済理論学会の報告で久保新一 志村嘉一・ 渋谷博

史の論文の一部について述べた（この学会の年報は，報告者〔筆者〕が表の説明を

しているのに表が掲載されていないので，当目の参加者以外の人々にとっ ては理解しに

くいものとたっている。１９８６年３月におこなわれた日本財政法学会の報告書（「憲法９

条と財政」学陽書房，１９８７年）は表がすべてはいっているので理解が容易である）。

　また，文献の引用についても ，悠意的なやり方も多いが，これも注意すべき

であろう 。

　まだ，このほかにも，検討すべき論点，対象とすべき著作（たとえぱ，中村達

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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「軍事技術の政治経済学」青木書店，伸村政文 ・篠原陽　編「現代技術の政治経済学」

青木書店など）もあるが，別の機会におこなう 。

　以上は批判のための批判ではないつもりである。議論の活性化にいくらかで

も役立てたいと考えたからである。基礎研の人々の活躍を期待し，その成果が

実りあるものになることを願うこと犬である 。

　　１）財政学研究会財政学研究第１０号，ユ９８５年５月 ，９４べ一ジ 。

（本稿は１９８７年度法政大学特別研究助成金による研究成果の一部である）

（５２５）




